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　貴所の定める有価証券上場規程施行規則第212条第４項第８号（同項第９号、同規則第226条第４項第１号及び同規則第309条第１項において準用する場合を含む。）に規定する審査対象とする純資産の額は次のとおりです。
１．基準事業年度又は直前中間会計期間の末日における純資産の額（　　　年　月　日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（Ａ）連結    　　　　　　　千円
（Ｂ）単体    　　　　　　　千円
２．新規上場申請又は市場区分の変更申請に係る公募による調達（見込）額　　　　　　　　　　　　　　  
（Ｃ）連結    　　　　　　　千円
（Ｄ）単体    　　　　　　　千円
３．審査対象とする純資産の額
（Ａ）＋（Ｃ）連結    　　　　　　　千円
（Ｂ）＋（Ｄ）単体    　　　　　　　千円
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
以 上
（記載上の注意）
1． 基準事業年度又は直前中間会計期間の末日における純資産の額
(1) 申請期において「新規上場申請のための半期報告書」又は半期報告書を作成した場合は、直近の報告書に記載された直前中間会計期間の末日における中間（連結）貸借対照表の純資産の部の合計額に、特別法上の準備金等を加え、当該純資産の部に掲記される非支配株主持分を控除した額を記載してください。
(2) 前(ｲ)以外の場合は、「新規上場申請のための有価証券報告書」又は有価証券報告書に記載された基準事業年度の末日における（連結）貸借対照表の純資産の部の合計額に、特別法上の準備金等を加え、当該純資産の部に掲記される非支配株主持分を控除した額を記載してください。
2． 新規上場申請又は市場区分の変更申請に係る公募による調達（見込）額は、株券の新規発行に際して申請会社に払い込まれる引受価額の総額（見込額）を記載してください。
3． スタンダード市場への申請会社であって、連結財務諸表を作成している場合には、各項目の単体の純資産の額は記載不要です。
4． 本書を書面でご提出いただく場合には、社印・代表者印を押印したものをご提出ください。
5． 承認後上場日までに「新規上場申請のための半期報告書」等を追加提出した場合は、本書を再提出してください。なお、公募による調達（見込）額は、本書提出時点における、株券の新規発行に際して申請会社に払い込まれる引受価額の総額（見込額）を記載してください。
（2024.4.１）
